
本宮市行政評価システム

（ ～ ）

1 相談支援体制の充実

 意図→目指す成果
　（対象をどのよう
　な状態にしたいの
　か）

前
期
基
本
計
画

地域で生活するために必要な情報の取得、相談、制度活用
の援助、及びライフステージに即したケアマネジメントの
提供を受けやすくする。

4

総
合
計
画
体
系

区分

障がい児・障がい者の社会参加と自立
の推進

地方債

国庫支出金

県支出金

総事業費 ①+④

④＝②×③ ④＝②×③

（Aシート）

 対象（誰を、何を） 障がい者及びその家族

基本目標

施　　策

基本事業

金子 勝英

事務事業名

障がい者福祉費

作成日：

備品購入費

負担金・補助及び交付金

扶助費

需用費

委託料

796

人件費

①事業費計

④＝②×③

一般財源

○事務事業の実績

8,830

3,705

③平均人件費

使用料及び手数料

その他

平成20年度（決算）

67

金額

（千円）

165

4,440

経費

障がい者等の福祉に関し必要な情報の提供や助言等を行うため、専門的知識を有する指定相談支援事業所にその業務を
委託し、様々な福祉資源の有効活用に寄与する。

780

②

活動
指標

生活福祉部

１　行動方針（PLAN）

事
業
目
的

　　　　　年度
 区分

01-030102008-01

区分 指標名

保健福祉課

記入者

民生費

遠藤　勝夫

単年度

一次評価者（課長等名）平成20年度重点事業

共に支えあうやさしいまちづくり3

平成21年8月20日

事業概要
（事業のあらまし）

 期間限定複数年度

区分 コード

1

平成２０年度実績事務事業評価シート

整理番号

名　　称コード

単位

総合計画　前期基本計画主要事業

自主的財政健全化計画　基本計画・構想・新規事業

　手段
　（事業の具体的な
　内容、手順等）

○福祉資源ネットワークの基幹的役割の定着化
○福祉サービスや社会資源の利用援助
○社会生活力を高めるための支援
○ピアカウンセリング・権利擁護に関する支援
○ケア会議、各種研修会の企画、運営

計画等での
位置付け

担当部課等

担当係

区分 指標名

目

細目

枝番号

サービス利用援助件数①

②

事業態様

会計

款

障害者自立支援法

細々目 1 障がい者福祉事業

障がい者福祉事業

名　　　称

一般会計

1

3

社会福祉費

事務事業の
根拠法令等

項

2

8

事業期間 年度

件

社会福祉係

単位

成果
指標

年度

継続一　　　般事業種別

単年度繰返し

障がい者福祉相談事業

活動指標

①

②

302

43 5240

指標名
平成20年度

（実績）

平成21年度

0.30

8,608

2,582

②人数（年）

財源内訳

平成25年度

（目標年度）

6,248

768

4,357

回

244 266

単位

件相談件数

ケア会議 37

222

（千円）

平成22年度（決算）

経費 金額

（千円）

①事業費計

平成22年度

②人数（年）

①事業費計

直接事業費

②人数（年）

③平均人件費 ③平均人件費

相談件数

ケア会議

経費 金額

① 件

回

２　実施（DO）

○事業費と財源の推移

平成21年度（決算）

 有

 無



本宮市行政評価システム

全体評価 意　　　見

区　分

1

2

1

成果指標の目標値の達成状
況は？

今後の方向性
方向性に対する取り組み

（方針の指示）

適切

やや不適切

不適切

行う必要がある

【１次評価】

○事務事業の成果

項　　　　目

３　評価（CHECK）

項目評価

適切

やや不適切

相談支援事業の介入により、福祉サービスの利用に
至っている障がい者が増えている

実施されていない

馴染まない

得られている

適正である

実施されている

やや実施されていない

やや得られていない

得られていない

受益者の負担が適正かつ特
定の個人や団体に偏ってい
ないか？

完了・終了

投入した事業費又は人員に
見合った効果は得られてい
るか？

効率的な方法で実施されて
いるか？

1

効
率
性

意図が政策・施策体系と結
びついているか？

市が行うべき（関与すべ
き）事業か？

目
的
妥
当
性

有
効
性

1
8
年
度

【２次評価】

公
平
性

結びつかない

結びついている

2

サービス利用援助件数

1
9
年
度

（目標年度）

52 64

平成21年度 平成25年度平成22年度

順調でない

（実績）

44

目的を達成するための手段
(実施方法)は有効か？

① 件

制度上、市が実施主体となるべき事業である

障がい者福祉に関して、専門知識とネットワークを
有する事業所に委託することで、多様な相談ニーズ
に対応することが可能となった

選択理由の説明

②

指標名 単位
平成20年度

成果指標

2

行う必要がない

有効である

やや有効でない

有効でない

順調である

やや順調でない

やや不適切

不適切

適切

やや不適切

不適切

現状継続

拡大・重点化

手段等の見直し

完了・終了

現状継続

適切

やや不適切

【２次評価】

不適切

完了・終了

制度定着のための成熟期であるため、周知
等に力をいれながら事業を継続する

廃止・休止

現状継続

手段等の見直し

廃止・休止

廃止・休止

相談支援に受益者負担は馴染まない
また、委託している事業所は、あらかじめ県の指定
を受けた法定事業所であるため適切である

手段等の見直し

現状継続

適正でない

廃止・休止

完了・終了

相談からケアマネジメントまで一元的に対応可能と
なった

不適切

適切

委託事業所内の職員異動、退職等が生じると、支援
に要するノウハウが低下する懸念がある

障がい者が有効に制度を活用し、生涯住み慣れた地
域で暮らしていくうえで必要な援助である

48

拡大・重点化 拡大・重点化

完了・終了

拡大・重点化

廃止・休止 廃止・休止

完了・終了

手段等の見直し

手段等の見直し

現状継続 現状継続

手段等の見直し

やや適正でない

拡大・重点化

【１次評価】

４　評価による行動（ACTION）

方向性に対する取り組み
（課題と解決方法等）

今後の方向性

拡大・重点化2
0
年
度

1


